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第２章 研究基本方針と今後の研究の方向性等 

 

１．研究基本方針 

 

 本研究所では、平成 20 年 8 月に新たに策定した研究基本計画において、以下のとおり、

研究基本方針を掲げている。 

 

 本研究所は、我が国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとしての責務を深く自覚

し、国の政策や施策の方向、教育現場や関係方面の期待と信頼に応え、障害のある子どもの

教育の振興・充実に一層資するため、研究に係る基本方針を定める。  

［研究基本方針］ 

 我が国の目指す社会は、障害の有無にかかわらず、国民誰もが相互に人格と個性を尊重し

支え合う社会であるとともに、障害者が社会の対等な構成員として、人権を尊重され、自己

選択と自己決定の下に社会のあらゆる活動に参加、参画し、その一員として責任を分担する

共生社会である。 

このため、本研究所は、我が国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとして、国や地

方公共団体、大学及び関係機関等と連携・協力しつつ、国の政策課題や教育現場の課題に柔

軟かつ迅速に対応する研究を進め、もって、障害のある子ども一人一人の教育的ニーズに対

応した教育の実現に貢献する。 

 

 この基本方針については、本研究所の使命を踏まえたものであり、研究所を取り巻く諸状

況を勘案しつつ、今後の研究活動を進めていく上での基本方針として、引き続き、妥当性を

有するものと考える。したがって、今回の研究基本計画改訂においても、当該基本方針を維

持・継続することとする。 

 

２．今後の研究の方向性 

 

 研究所としては、上記基本方針の下、今後の研究を具体的に進めるに当たっては、第三期

中期目標に示された研究活動に係る内容を踏まえ、①国として特別支援教育政策上重要性の

高い課題に関する研究、②教育現場等で求められる喫緊の課題に対応した研究、に一層精

選・重点化して実施することとする。 

 また、当該趣旨を踏まえた研究の精選・重点化を的確に進めるとともに、研究計画・内容

の改善により研究の質的向上を図るために、国をはじめとする関係機関、団体等との連携・

協力を一層密にする。 
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３．研究体制 

 

 研究活動を戦略的かつ組織的に行うために、各年度の研究計画を立案するとともに、研

究の進行管理等を行う「研究班」を引き続き設ける。研究班は、現在、以下の12班で構成

されているが、必要に応じて、その構成や名称を見直すこととする。 

 

○特定の障害種別によらない総合的課題、障害種別共通の課題に対応する研究班 

・障害のある子どもの教育の在り方に関する研究班（在り方班） 

・特別支援教育の推進に関する研究班（推進班） 

・ＩＣＴ及びアシスティブ・テクノロジーに関する研究班（ＩＣＴ・ＡＴ班） 

 

○障害種別専門分野の課題に対応する研究班 

・視覚障害のある子どもの特別支援教育に関する研究班（視覚班） 

・聴覚障害のある子どもの特別支援教育に関する研究班（聴覚班） 

・知的障害のある子どもの特別支援教育に関する研究班（知的班） 

・肢体不自由のある子どもの特別支援教育に関する研究班（肢体不自由班） 

・病弱・身体虚弱等にある子どもの特別支援教育に関する研究班（病弱班） 

・言語障害のある子どもの特別支援教育に関する研究班（言語班） 

・自閉症のある子どもの特別支援教育に関する研究班（自閉症班） 

・発達障害（ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等）のある子ども又は情緒障害のある子ど

もの特別支援教育に関する研究班（発達・情緒班） 

・重複障害のある子どもの特別支援教育に関する研究班（重複班） 

 

４．研究区分 

 

本研究所の研究については、以下の区分に従って実施する。 

なお、この区分は必要に応じて見直すこととする。 

 

○基幹研究 

 研究所が主体となって実施する研究で、運営費交付金を主たる財源とするもの 

 その内容等により、以下の通り区分する。 

・専門研究Ａ  特定の障害種別によらない総合的課題、障害種別共通の課題に対応した研 

        究 

・専門研究Ｂ  障害種別専門分野の課題に対応した研究 

・専門研究Ｄ  専門研究Ａ、専門研究Ｂにつなげることを目指して実施する予備的、準備

的研究等 

○外部資金研究 科研費等の外部資金を獲得して行う研究 

○受託研究   外部からの委託を受けて行う研究 
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○共同研究   本研究所と大学や民間などの研究機関等と共同で行う研究 

※ 専門研究Ａ、専門研究Ｂは、本研究所における中心となる研究活動である。そのうち、

特に、重要度の高い研究課題を「重点推進研究」として取り組む。 

※ 平成 23 年度から、特別支援教育全体に関わる重点的な課題を総合的に解決するため、

中期目標期間を見通して特定の包括的研究テーマ（領域）を設定し、複数の研究課題から

構成された研究を進める「中期特定研究制度」を創設した。中期特定研究においては、包

括的研究テーマの下に設定される個々の研究課題のつながりや発展を重視し、相乗的、総

合的な成果をあげることをねらいとする。本研究としては、今期（第三期中期目標期間）

において、「特別支援教育におけるＩＣＴの活用に関する研究」、「インクルーシブ教育

システムに関する研究」を実施する。 

 

５．研究の企画立案から実施、評価及び普及の過程 

 

 各研究の企画立案から実施、評価及び普及までをおおむね次のような過程で行い、研究の

企画立案や実施に教育現場のニーズ等を的確に反映するとともに、評価を研究の質的向上に

生かし、研究成果の効果的普及にも努めるものとする。 

 

（１）研究の企画と実施の計画 

①研究基本計画やこれまでの研究ニーズ調査結果等を踏まえ、各研究班において研究課 

題を検討し、研究企画書を作成する。 

②研究企画書に基づき、研究所内でヒアリングを実施し、研究の妥当性や必要性につい

て検討する。研究実施計画書の作成を進めるべきと判断されたものについては、計画

書の作成を進めるとともに並行して、当該研究の概要について都道府県等教育委員会

や関係団体等に対し意見照会（研究ニーズ調査）を行う。 

③意見照会の結果も踏まえ、研究実施計画書について研究所内でヒアリングを実施し、 

必要に応じて見直しを行う。 

（２）研究の実施及び中間評価 

①研究実施計画書に基づき研究活動を実施する。 

②研究期間の中間点において、研究の進捗状況を評価する。 

（３）研究成果のまとめと評価 

①研究の成果を研究成果報告書にまとめる。 

②研究成果報告書等成果物を基に研究の最終評価として、研究所内の評価委員会による

内部評価及び研究所が外部に委嘱する評価者による外部評価を実施する。 

（４）研究成果の普及 

研究成果報告書・刊行物、Ｗｅｂサイト、メールマガジン、研究所セミナー、日本特

殊教育学会等の関連学会、研究所が主催する研修事業、各都道府県教育委員会等が開催

する研修・研究会などを通して研究成果を普及する。 

 



12 

 

（参考） 

 

 

研究ニーズ調査と研究課題設定・実施・普及のシステム

所内調整
・課題の選定
・研究スタッフ・
予算・外部機関
の研究規模等の
研究体制

当該
年度
全体
研究
計画
策定

各
研
究
班

(1２)

・当該分野の中長期的研究
戦略の議論

・ニーズ調査等の分析
・当該年度の研究企画・計
画の議論・優先課題の選
定

・当該年度の研究課題の研
究実施組織

研究実施
↓

成果取りま
とめ

↓
内部評価

↓
外部評価

↓
成果公表

成果普及
↓

・研究所研究データベース
・研究成果報告書・刊行物
・メールマガジン
・研究所セミナー
・日本特殊教育学会
・主催研修
・地方研修、地方研究会

など

都道府県教育委員会、全国特別
支援学校長会など154か所

全国特別支援教育推進連盟（各障害種別の親
の会、PTA連合会、全日本手をつなぐ育成会、
自閉症協会等21団体）

③Webサイト上での意見募集①教育現場のニーズ調査 ② 障害のある子どもの保護者、団体等のニーズ調査

研究計
画原案
策定

教員、保護者、社会一般より

当該年度の研究推進と今後の研究展開

研究基本計画

当該年度の研究推進と今後の研究展開 当該年度の研究推進と今後の研究展開

意見・要望等を研究班へフィードバック

研究基本計画に基づく研究立案

研究実施により明らかとなった課題・改善点の反映

国の政策課題・教育現場の課題

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


